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様式例（法第 31条第３項第５号関係） 

○ 財産目録 

  【流動資産】

    （現金・預金）

      現　　　金 109,648 

        本体現金 (109,648)

      普通　預金 5,469,786 

        ゆうちょ銀行 (5,469,786)

        現金・預金 計 5,579,434 

    （売上債権）

      未　収　金 2,339,850 

        売上債権 計 2,339,850 

    （その他流動資産）

      仮　払　金 6,000 

        その他流動資産  計 6,000 

          流動資産合計 7,925,284 

            資産の部  合計 7,925,284 

  【流動負債】

    未　払　金 80,330 

    前　受　金 352,260 

    預　り　金 57,396 

      人件費源泉 (57,396)

    未払法人税等 71,000 

      流動負債  計 560,986 

        負債の部  合計 560,986 

        正味財産 7,364,298 

《資産の部》

《負債の部》

特定非営利活動法人　消費者ネットおかやま

財　産　目　録
[税込]（単位：円）

2023年 3月31日 現在全事業所

 
 
 
 
 
注１ 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。 
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様式例（法第３１条第３項第５号関係） 

○ 貸借対照表（報告式） 

 

  【流動資産】

    （現金・預金）

      現　　　金 109,648 

      普通　預金 5,469,786 

        現金・預金 計 5,579,434 

    （売上債権）

      未　収　金 2,339,850 

        売上債権 計 2,339,850 

    （その他流動資産）

      仮　払　金 6,000 

        その他流動資産  計 6,000 

          流動資産合計 7,925,284 

            資産の部  合計 7,925,284 

  【流動負債】

    未　払　金 80,330 

    前　受　金 352,260 

    預　り　金 57,396 

    未払法人税等 71,000 

      流動負債  計 560,986 

        負債の部  合計 560,986 

  【正味財産】

    前期繰越正味財産額 6,879,786 

    当期正味財産増減額 484,512 

      正味財産　計 7,364,298 

        正味財産の部  合計 7,364,298 

          負債・正味財産合計 7,925,284 

《資産の部》

《負債の部》

《正味財産の部》

特定非営利活動法人　消費者ネットおかやま

貸　借　対　照　表
[税込]（単位：円）

2023年 3月31日 現在全事業所

 
 
 
 
 
 
注１ 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。 

 ２ 前事業年度の末日現在における資産，負債及び財産を記載すること。 

 ３ 法第 28条第１項各号に規定する財産上の利益については、区分して計上すること。 
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様式例（法第 31条第３項第５号関係）○収支計算書 

【経常収益】

  【受取会費】

    正会員受取会費 1,255,000 

    賛助会員受取会費 30,000 1,285,000 

  【受取寄付金】

    受取寄付金 250,250 

  【受取助成金等】

    受取助成金 224,038 

  【事業収益】

    受託事業収益 6,791,150 

  【その他収益】

    受取　利息 48 

        経常収益  計 8,550,486 

【経常費用】

  【事業費】

    （人件費）

      給料　手当(事業) 3,863,645 

      通　勤　費(事業) 134,942 

        人件費計 3,998,587 

    （その他経費）

      業務委託費 113,100 

      諸　謝　金 1,293,531 

      印刷製本費(事業) 691,648 

      会　議　費(事業) 4,900 

      旅費交通費(事業) 179,605 

      通信運搬費(事業) 112,794 

      消耗品　費(事業) 51,839 

      新聞図書費(事業) 42,677 

      減価償却費(事業) 192,780 

      租税　公課(事業) 22,900 

      支払手数料(事業) 6,260 

        その他経費計 2,712,034 

          事業費  計 6,710,621 

  【管理費】

    （人件費）

      給料　手当 64,163 

      通　勤　費 380 

      法定福利費 605,160 

        人件費計 669,703 

    （その他経費）

      印刷製本費 49,920 

      会　議　費 57,072 

      旅費交通費 1,400 

      通信運搬費 133,486 

      消耗品　費 420 

      地代　家賃 297,000 

      諸　謝　金 71,822 

      諸　会　費 3,000 

      支払手数料 530 

        その他経費計 614,650 

          管理費  計 1,284,353 

            経常費用  計 7,994,974 

              当期経常増減額 555,512 

【経常外収益】

    経常外収益  計 0 

【経常外費用】

    経常外費用  計 0 

        税引前当期正味財産増減額 555,512 

        法人税、住民税及び事業税 71,000 

          当期正味財産増減額 484,512 

          前期繰越正味財産額 6,879,786 

          次期繰越正味財産額 7,364,298 

活　動　計　算　書
[税込]（単位：円）

自 2022年 4月 1日  至 2023年 3月31日特定非営利活動法人　消費者ネットおかやま
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【重要な会計方針】
　財務諸表の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010年７月20日　2017年12月12日最終改正　ＮＰＯ法人
会計基準協議会）によっています。

【消費税等の会計処理】
　消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

【会計方針の変更】
※収益事業の按分方法について
　非収益事業の経常収益は、使途目的限定の受取助成金を当てました。

【事業費の内訳】
　事業費の区分は以下の通りです。

　

【使途等が制約された寄付等の内訳】 [税込]（単位：円）

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
スマイル基金インシップ一審 204,538 0 204,538 0
スマイル基金インシップ控訴審 0 200,000 19,500 180,500

スマイル基金GRACE 156,760 0 0 156,760

合計 361,298 200,000 224,038 337,260

【固定資産の増減内訳】 [税込]（単位：円）

科目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

業務用パソコン 0 192,780 192,780 0 192,780 0

合計 0 192,780 192,780 0 192,780 0

【その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らか
にするために必要な事項】

消費者契約法29条2項3号に記載された、前号に掲げる業務以外の業務の発生はありません。

財務諸表の注記
特定非営利活動法人　消費者ネットおかやま 2023年 3月31日 現在

備考

訴状印紙、訴訟郵便料金

事業の内訳 差止請求関係業務 [税込]（単位：円）

科目 　調査・研究・救済・支援事業 　提言事業 　啓発事業 　広報・出版・情報提供 　ネットワーク事業 　差止是正事業 合計

収入 0 0 6,791,150 0 0 224,038 7,015,188

支出

（人件費）
  給料　手当(事業) 3,000 0 3,411,748 15,188 25,688 408,021 3,863,645
  通　勤　費(事業) 0 0 125,882 0 0 9,060 134,942

    人件費計 3,000 0 3,537,630 15,188 25,688 417,081 3,998,587 

（その他経費）

  業務委託費 0 0 113,100 0 0 0 113,100 

  諸　謝　金 0 0 1,003,531 0 0 290,000 1,293,531 
  印刷製本費(事業) 0 0 642,120 7,680 0 41,848 691,648 
  会　議　費(事業) 0 0 4,900 0 0 0 4,900 
  旅費交通費(事業) 100 0 131,700 0 2,655 45,150 179,605 
  通信運搬費(事業) 0 380 51,799 33,445 1,932 25,238 112,794 
  消耗品　費(事業) 0 0 30,543 0 0 21,296 51,839 
  新聞図書費(事業) 0 0 40,917 0 0 1,760 42,677 
  減価償却費(事業) 0 0 0 0 0 192,780 192,780 
  租税　公課(事業) 0 0 3,400 0 0 19,500 22,900 
  支払手数料(事業) 0 0 4,930 0 0 1,330 6,260 

    その他経費計 100 380 2,026,940 41,125 4,587 638,902 2,712,034 

      合計 3,100 380 5,564,570 56,313 30,275 1,055,983 6,710,621 

不特定多数の消費者の利益を図るための活動に係る業務

 
 

  

注１ 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。 

２ 「事業費」とは，法人の事業の実施のために直接要する支出で，管理費以外のものをいい，

会計処理上は，事業の種類ごとに区分して記載すること。事業費の例としては，「○○事業費」

（注：当該事業の実施のために直接要する人件費・交通費等の費用が含まれる。）等が挙げら

れる。 

３ 収支計算書は，法第 29 条第２項に規定するところにしたがい，「差止請求関係業務」，「不

特定かつ多数の消費者の利益の擁護を図るための活動に係る業務」，「その他の業務」につい

て，事業毎に区分してその収支が明確になるように作成すること。また，法第 28条第１項各

号に掲げる財産上の利益については，その収入及び支出の状況を明瞭に記載すること。 
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様式例（法第３１条第３項第５号関係） 

○事業報告書 

令和４年度の事業報告書（令和４年 ４月 １日から令和５年 ３月３１日まで） 
 

特定非営利活動法人 消費者ネットおかやま  
１ 事業の実施に関する事項 

（１）差止請求関係業務 

業務名 

(定款に記載した

業務) 

業務内容の詳細 
当該業務の 

実施日時 

当該業務の 

実施場所 

従業者の 

人数 

収支計算書の 

支出額 

（単位：千円） 

1．各種消費者問題

の調査・研究・救

済・支援事業 

 

 

① 常設の相談窓口の設置 

来所 1件、電話 36件 メール 10件 合計 47件 

4/1～3/31 事務所 事務局 3名 6.不当な事業

活動に対する

差止請求その

他の是正を図

る事業に記述 

② 国民生活センターに、急増指標に基づく情報提供を受けた。 月 1回 事務所 検討委員会 

11名 
③ 差止請求事案に関連し、国民生活センターに 5件、さいた

ま市消費生活センターと岡山市消費生活センターに各 1

件、合計 7件の事業者関連の情報提供を受けた。 

7/22,8/1,12/23 

1/13(2 件)国民生

活センター 

11/4（さいたま） 

7/13(岡山市) 

事務所 

4.各種消費者問題

に関する広報・出

版・情報提供事業 

 

 

 

① 申入れの経過や結果について、ニュースレターやホームペ

ージで公表した。 

随時 事務所 事務局 3名 差止請求関係

業務以外の業

務に計上 
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6.事業者・事業者

団体の不当な事業

活動に対する差止

請求その他の是正

を図る事業 

 

 

 

① 理事会を開催し申入れ案件等の決定を行った。 5/10,6/4,7/2,9/13 

11/8,1/17,3/14 

 

オルガ会議室 理事 13名 

監事 3名 

事務局 3名 

     0 

② 検討委員会を開催し、申し入れ案件等の協議を進めた。 4/27、5/26、8/31、

9/28、10/26、11/30、

12/21、 2/1、 3/6                                   

9回開催。 

6/29、7/27 意見交

換 

オルガ会議室 検討委員 11名 

オブザーバー

7名 

事務局 2名 

支出 1,055 

 

 

 

③ 株式会社インシップ広告表示差止請求訴訟 

事件番号:岡山地方裁判所令和 2年(ワ)第 177号 

健康食品「ノコギリヤシエキス」新聞広告が、消費者に対

し医薬品的な頻尿改善効能効果を表示し、景品表示法 5 条 1

号が禁止する優良誤認表示にあたると考え改善を求め 2019年

7 月 12 日に文書を送りましたが受け取り拒否、その後の事前

請求書も受取拒否されたため、広告表示の差止めを求め岡山

地方裁判所に提訴しましたが、一審では主張を認められませ

んでした。 

2020/2/19岡山地方裁判所提訴 

第 1回期日 2020/7/28～ 

第 13回期日 2022/5/10 

第 14回期日   6/17 

第 15回期日 2022/6/21 弁論終結   

2022/9/20判決言い渡し 敗訴 請求棄却 

控訴審 

2022/10/3広島高等裁判所岡山支部に控訴状を提出 

第 1回期日 2023/1/26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 13回期日

2022/5/10 

第 14回期日 6/17 

第 15回期日 6/21 

弁論終結 

9/20 判決言渡し 

10/3 控訴状提出 

控訴審 

岡山地方裁判

所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広島高等裁判

所岡山支部 

検討委員会 11

名 

オブザーバー

7名 

事務局 1名 

上記②表示に

含む 
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第 2回期日 2023/3/20 

控訴審を係争中です。 

第 1回期日 1/26 

第 2回期日 3/20 
 

 

 

 

 

 

④ 株式会社 GRACE 契約解除条項支障差止請求訴訟 

事件番号 岡山地裁令和 3年(ワ)第 706号 

健康食品(商品名：麹の贅沢生酵素 FLOR FURORA など) 

ネット販売事業者 

【1次訴訟】 

インターネットの定期購入契約表示で、「定期コースのご

解約はいつでも可能です」としながら電話が全くつながら

ない、などの情報提供が複数寄せられました。第 4 回期日

後に、GRACE 側が HPの閉鎖を行い、問題広告の表示が削除

された為、訴えの取り下げを行いました。 

 

【追加訴訟】 

「同社代理人弁護士事務所から約２年前の支払済商品代

金の不当請求が届く」という消費者からの情報提供が複数

あり、国民生活センターに情報提供請求を行ったところ、

全国的に同様の相談が多数寄せられていました。消費者契

約法４条１項、１２条１項・２項に基づき、2022年 3月 31

日に不当請求行為の差止訴訟を追加提起し係争中です。事

業者側から解散登記を申請する旨の主張がなされました

が、未だ解散登記はなされていません。2023 年 1月 20日事

業者側代理人が辞任しました。 

 

 

 

2021/7/30 提訴 

 

第 4回期 2022/4/13 

口頭弁論終了 

 

2022/5/11 訴えの

取り下げ 

  

 

【追加訴訟】 

不当勧誘行為差

止・予防措置請求

2022/3/31日提訴 

 

第 1回期日 6/7 

第 2回期日 7/20 

第 3回期日 10/11 

第 4回期日 11/22 

第 5回期日

2023/3/7 

 

 

岡山地方裁判

所 

検討委員会 11

名 

オブザーバー

7名 

事務局 1名 

上記②表示に

含む 
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⑤ クリア食健株式会社 2022/1/12～2022/6/13 

置き薬訪問販売事業者。高齢者宅を訪問し、強引に高額な

置き薬や石鹸を置いて帰るとして、2021 年 9 月に情報提供

がありました。2022/1/19 と 3/10 に申し入れを行い、改善

する旨の回答が届いたが、3月から 4月に複数の同様行為が

続いているとの通報があったため、6/9に再度申し入れした

ところ、6/13 に再度改善するとの回答がありました。一旦

申入れ終了。監視継続。 

 

 

 

 

 

6/9 申入れ 

6/13 回答受取 

事務所 検討委員会 11

名 

オブザーバー

7名 

事務局 1名 

⑥ 健康美人研究所株式会社  2021/6/10～ 

インターネットホームページのクリームシャンプー等の

商品広告に関して、①「通常価格 8,000円」を打ち消し「毎

月お届け定期コース期間限定特別価格 1,980円」の表示、②

定期コースにつき、「1 回目からのご解約も承ります」との

表示、③定期コースにつき「2回目以降も 1箱 3,980 円でお

届けします」の表示が、景品表示法第５条第２号の有利誤認

表示に該当すること、④解約方法が一般消費者にとって分か

りづらいことが、特定商取引法第 11 条第４号、同法施行規

則第９条第３号に違反していること、⑤メールでの解約時に

身分証の提示が必要とされることが、消費者契約法第８条の

２に該当すると考え、2021/6/10に申入書を送付しました。 

その後、電話オペレーター増員、問い合わせフォームで

の対応、消費者対応人員強化など、いくつかの改善は見られ

ましたが、初回 1980 円回数縛りなしとしながら、2 回目以

降を解約する場合は 9800 円を要求するなどの実態があり、

定期購入の適正表示、アフェリエイト広告の管理などの改善

を求める観点から、9/15に申入書を送付し、10/12に当該事

業者から回答書を受け取り、事実調査を行っています。対応

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2022/4/28回答着 

9/15 申入書送付 

10/12 回答書受取 

事務所 検討委員会 11

名 

オブザーバー

7名 

事務局 1名 

上記②表示に

含む 
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継続中。 

⑦ ADW株式会社(Web サイト KADODE）2022/3/30～ 

不用品回収及び粗大ごみ処分請負事業者。当該事業者の

ウェブサイトに、「お得な定額パック」「追加料金なし」と明

記があるものの、作業開始後又は作業終了後にウェブサイト

に掲示されている概算料金と比して高額料金を提示、見積も

り後にキャンセルを申し出た際に高額のキャンセル料の請

求が行われていることが判明しました(当団体への情報提供

及び PIO-net 情報)。当該行為は、景品表示法第５条第２号

に違反、消費者契約法第４条第３項第７号に該当、特定商取

引法第６条第３項に違反していると考え、2022/3/30に申入

書を送付しました。その後、当該事業者から回答がなかった

ことから、1/23 に、裁判上の差止請求権の行使に係る事前

請求書を送付したところ、2/9に「申入れ内容は改善するよ

うに通知する」との回答がありました。対応継続中。 

 

 

2023/1/23 

事前請求書送付 

2/9 回答書受取 

 

 

事務所 検討委員会 11

名 

オブザーバー

7名 

事務局 1名 

上記②表示に

含む 

 

⑧ 鳥取瓦斯産業株式会社  2021/8/5～ 

LPガス供給事業者。LPガス供給契約書第７条で規定され

ている中途解約のキャンセル料について、消費者契約法第

９条第１号に該当しており、また、同契約書第８条第２項

及び第３項が消費者による中途解約を妨害する恐れのある

契約条項に該当している可能性があるとの情報提供があっ

たことから、2021/8/5 に「書面開示のお願い」を送付しま

した。8/26 に当該事業者より「連絡書」が届き、利用申込

書等の書面開示を受けたところ、提供書面の内容を確認し

検討した結果、2022年 6月に消契法第 10条違反の改善を求

め、申入書を送付しました。 

当該事業者から 7/12 に連絡書を受け取り、「特定事業者の

 

 

6/9 申入書送付 

7/12 連絡書受取 

8/25 ご連絡送付 

9/12 連絡書受取 

2023/3/16  

ご連絡送付 

事務所 検討委員会 11

名 

オブザーバー

7名 

事務局 1名 

上記②表示に

含む 
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利益のために活動しているのではないか」との内容でした。

8/25 に「当該申入れは消費者からの情報提供に基づくもの

であり、特定事業者の利益のためではない」旨の連絡を送

付しました。9/12 に当該事業者から「明確な法令・ガイド

ライン違反等は認められないとの結論を経産省中国経済産

業局から得ている」との連絡書に対し、3/16 に「消費者契

約法上の問題点があるので改善を求めている」旨の連絡書

を送付しています。対応継続中。 

⑨ 株式会社イースプラント 2022/10/24～ 

ネット接続通信環境提供サービス事業者。当該事業者の

契約規約において、後見開始の審判を受けたことを理由と

して契約を解除する規程が消契法第８条の３に、契約解除

の届出が行われてもただちに契約を終了させることができ

ない規程が消契法第 10 条にそれぞれ違反している等とし

て、申入書を送付しました。現在まで回答はありません。

対応継続中。 

 

10/24 申入書送付 

 

 

 

 

事務所 検討委員会 11

名 

オブザーバー

7名 

事務局 1名 

上記②表示に

含む 

 

⑩ 株式会社 Crea  2023/2/7～ 

化粧品販売事業者。初回限定価格 500 円で販売している

ところ、実際に販売されていた価格（3,200円）よりも高い

価格（10,780 円）をウェブサイト上で「通常価格」として

表示しており、当該表示は景品表示法第 30条第１項第２号

の二重価格表示に当たるとして、2月 7日に申入書を送付し

ました。 

また、定期購入契約であるにも関わらず、注文直前の最

終確認画面において、２回目以降の分量及び代金について

は一見して記載がなく、わざわざ消費者がスクロールしな

ければ表示されないなど、２回目以降の商品の発送がなさ

2023/2/7 

申入書送付 

2/22 回答書受取 

3/16 申入書送付 

事務所 検討委員会 11

名 

オブザーバー

7名 

事務局 1名 

上記②表示に

含む 
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れない単発の契約であるとの誤信を抱かせる表示となって

おり、当該表示は特商法第 12条の６第２項第２号に違反す

るとして、3 月 22日に申入書を送付しています。対応継続

中。 
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（２）差止請求関係業務以外の業務 

業務名 

(定款に記載した

業務) 

業務内容の詳細 
当該業務の 

実施日時 

当該業務の 

実施場所 

従業者の 

人数 

収支計算書の

収入及び支出

額 

（単位：千円） 

1.各種消費者問題

の調査・研究・救

済・支援事業 

① 岡山高校と消費者被害についての学習の打合わせ実

施。授業予定日に新型コロナクラスター発生し、授業

は実施できなかった。 

6/18 岡山高校 １人     3 

2. 制度改善等の

提言事業 

 

 

① 被害回復共通義務確認訴訟に関し公正な裁判を求め

る要請書 最高裁判所 提出 

5/12 

 

事務所 

 

16人 

 

    0 

② 岡山市消費者教育推進地域協議会への出席 

 

8/4 

 

岡山市役所 

 

1人 

 

③ 立憲民主党 景品表示法院内ヒアリングへの参加 

   インシップ訴訟について報告 

2/6 ZOOM 

 

2人 

3．各種消費者問題

に関する啓発事業 

 

 

①2022 年度見守り力アップ講座の開催 

 岡山県委託事業 19会場開催 438名参加 

 

6/6,6/27,8/19 

9/9,9/29,10/15,10/25, 

10/27,11/11,11/15, 

11/17,11/21,12/3,12/16, 

2/3,2/4,2/9,2/10,2/21 

各会場 講師 19名 

事務局 3名 

   5,564 

 

 

 

②岡山県消費生活相談員及び窓口業務担当者に対する 

消費生活相談員等専門研修の実施 

1)・アフィリエイトの基礎知識&相談現場での活用法 

・消費生活相談の役割と対応   

 

2)・資金決済サービスの仕組みと関係する法律の基礎知識 

 

 

 

9/12 

 

 

11/7 

 

岡山県きらめ

きプラザ 

事務局 2名 上記①表示に

含む 
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3)･事例で学ぶ 

 ～改正消費者契約法を中心とした最新基礎知識 

―相談現場の事例を踏まえてー    

2023/1/23 

 

 

 

③岡山市消費者教育担い手育成講座 企画運営を実施 

1)消費生活マイスター講座基礎コース 

・消費者問題の歴史と現在の課題 

・エシカル消費って何? 

－持続可能な社会をつくるお買い物－ 

・消費者を守る法律の基礎知識  

－ネット通販、新型コロナ、最新消費者トラブルまで－ 

・食の安全と表示の話 －科学的根拠に基づき考える－ 

・知って得する不動産売買取引 

・身近なお金の話－金融取引・資産運用・キャッシュレス

決済－ 

・出前講座の組み立て方、消費生活相談を聴くときのポイ

ント 

・基礎コース修了者への地域活動マッチング支援 

・支え合いで地域を守る 安心して暮らせる社会へ 

 

 

 

11/1 
 

 

11/8 

 

 

11/15 

 

 

11/22 

 

 

 

 

 

ハッシュタグ

岡山 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 3名 

講師 ７名 

上記①表示に

含む 

2）消費生活マイスター講座レベルアップコース 

・ 注意すべき最新消費者トラブルと解決法 

―ネット通販から新型コロナウィルス関連まで― 

・消費者・事業者がともにつくる持続可能な社会  

 ～エシカル消費と消費者志向経営～ 

 

・ 食品でひもとく機能性成分―食事と健康のはなし ― 

・ 出前講座のポイント 

・消費生活マイスター登録者への支援について 

・支え合いで地域を守る岡山市社会福祉協議会 

・消費生活相談員の仕事について(国民生活センター) 

 

 

11/29 

 

 

 

 

12/6 

 

ハッシュタグ

岡山 

 

事務局 3名 

講師 4名 
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4．各種消費者問題

に関する広報・出

版・情報提供事業 

 

①ホームページ、フェイスブック活用 

 被害情報、取り組み、申入れ等の情報提供 

②「ニュースレター」の発行  

  No.59～ No.61  

③日本消費経済新聞 2023年 1月 1日 2384号 

    河田英正 理事長 年頭所感 寄稿 

随時 

 

 

年 3回 

 

2023/1/1 

事務所 事務局 3名 

 

 

 

1名 

 

56 

５．他の消費者団

体・関係諸機関と

のネットワーク事

業 

 

①岡山県、岡山県消費生活センターとの定期協議を年 2

回行った。相互理解を図り、消費者利益の向上に向けて連

携を模索した。 

 

10/11 

2/14 

 

 

きらめきプラ

ザ会議室 

 

 

5名 

 

 

 

     30 

②令和 4 年度適格消費者団体連絡協議会(Web 開催)に参

加。消費者庁からの報告、全国の適格消費者団体の取り組

みに学び、情報交換を行った。  

 2/25事例プレ企画で「インシップ訴訟」報告を行った。 

 

9/3 

3/11 

 

2/25 

 

ZOOM 

 

 

 

 

事務局 2名 

理事 2名 

検討委員 1名 

 

③県内の消費生活センターを訪問し、相談受付状況の情報

収集と消費者被害の情報提供の要請など、懇談を行った。   

各消費生活センターより、悪質な事業者についての情報提

供があり、申し入れを行った事例が生まれた。 

新型コロナ感染症拡大の影響でネット関連、サクラサイ

ト、SNSを入り口とした定期購入相談や、若者を狙ったマ

ルチ商法、副業サイト、投資サイトの勧誘などが増加して

いることが分かった。 

 

4/20   

 

3/22  

  

3/27   

 

 

岡山市 

 

井原市、倉敷

市 

 

笠岡市、浅口

市 

 

 

事務局 2名 

 

④岡山弁護士会、岡山県司法書士会、県内消費生活センタ

ーの消費者問題情報交換会に参加した。 

 

7/14 9/1 12/9 2/16 岡山県きらめ

きプラザ会議

室 

事務局 2名 上記に含む 

注 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列 4 番とすること。 
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２ 翌事業年度の収支の見込みに関する事項 

（１）翌事業年度における収入の見込みとその算出根拠 

収入内容 
収入見込み 

（単位：千円） 
算出根拠 

 

会費 

 

 

１，３００ 

個人正会員 １０５名 ３千円×１０５口 

団体正会員 １３団体 １０千円×９７口 

個人賛助会員 １５名 １千円×１５口 

寄付金 ３００ 個人や団体からの寄付金 

受取助成金 ３３０ スマイル基金助成金 

事業収益 ３，９７３ 岡山県委託事業収益３，３４３ その他６３０ 

合計 ５，９０３  

 

（２）翌事業年度における支出の見込みとその算出根拠 

支出内容 
支出見込み 

（単位：千円） 
算出根拠 

差止請求関係業務 

 

７７０ 不当な事業活動に対する是正事業 ３００ 

不当な事業活動に対する差止是正事業 ４７０ 

差止請求関係業務以外の業務 

 

３，６９１ 人件費 ２３３５,諸謝金６６２,印刷製本費４２３,消耗品費５, 

事務費１５０,旅費交通費８７,租税公課・支払手数料２９ 

管理費 １，３６５ 

 

人件費 ７２４,印刷製本費５０,会議費５８,消耗品費５,家賃２９７, 

事務費１５０,旅費交通費２,ＨＰ関連費７２,会費３ 

租税公課・支払手数料４ 

合計 ５，８２６  

 

注１ 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列 4番とすること。 

２ 翌事業年度の収入及び支出の見込みについては，差止請求関係業務に関する業務計画書（法第 14 条第２項第３号）並びに差止請求関係業務以外の業

務を行う場合におけるその業務の種類及び概要を記載した書類（法第 14条第２項第 10号）を踏まえて記載すること。 
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３ 収入には，会費，寄附金，差止請求関係業務以外の業務による収入，借入金等の収入の見込みとその算定根拠を具体的に記載すること。 

４ 支出には，役員又は専門委員の報酬，職員の賃金，弁護士報酬，事務所の賃料等の支出の見込みとその算定根拠を具体的に記載すること。 


